
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

電子提供措置の開始日　2024年５月22日

株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループ

上記の事項につきましては、法令および当社定款の規定にもとづき、お送りする書面には記載しておりません。

事業報告
■ 当社の現況に関する事項の一部
■ 会社役員（取締役及び監査役）に関する事項の一部
■ 当社の株式に関する事項
■ 当社の新株予約権等に関する事項
■ 会計監査人に関する事項
■ �財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する 

基本方針
■ 業務の適正を確保する体制
■ 特定完全子会社に関する事項
■ 親会社等との間の取引に関する事項
■ 会計参与に関する事項

連結計算書類
計算書類
監査報告書

2023年４月１日から
2024年３月31日まで
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当　年　度　末

使 用 人 数 銀行業務 その他の業務
4,891人 924人

（注）１．使用人数は、就業者数を記載しております。
２．使用人数は、海外の現地採用者を含み、嘱託および臨時従業員を含んでおりません。

イ．銀行業
【株式会社横浜銀行】
①　営業所等

当　年　度　末 主要な営業所
店 うち出張所

神 奈 川 県 177 ４ 本店営業部ほか
東 京 都 24 － 東京支店ほか
群 馬 県 ３ － 桐生支店ほか
大 阪 府 １ － 大阪支店
愛 知 県 １ － 名古屋支店
国 内 計 206 ４
ア ジ ア ２ － 上海支店ほか
海 外 計 ２ －
合 計 208 ４

（注）１．�上記のほか、当年度末において海外駐在員事務所を３か所、内部事務等をおこなう施設を１か所設置しております。
２．該当がない場合、「－」で表示しております。

②　株式会社横浜銀行が営む銀行代理業者等の状況
開始年月日 所属金融機関の商号又は名称

2021年２月15日 株式会社　東日本銀行

●企業集団の使用人の状況

●企業集団の主要な営業所等の状況

当社の現況に関する事項

事業報告
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【株式会社東日本銀行】
①　営業所等

当　年　度　末 主要な営業所
店 うち出張所

東 京 都 56 ３ 本店営業部ほか
茨 城 県 12 － 水戸支店ほか
神 奈 川 県 10 － 横浜支店ほか
埼 玉 県 ４ － 草加支店ほか
千 葉 県 ４ － 柏支店ほか
栃 木 県 １ － 宇都宮支店
合 計 87 ３

（注）１．上記のほか、当年度末において内部事務等をおこなう施設を３か所設置しております。
２．上記のうち、インターネット支店を東京都に含んでおります。
３．該当がない場合、「－」で表示しております。

②　株式会社東日本銀行を所属銀行とする銀行代理業者の一覧
氏名又は名称 主たる営業所又は事務所の所在地 銀行代理業以外の主要業務

株 式 会 社 横 浜 銀 行 横浜銀行　鎌倉支店
神奈川県鎌倉市小町一丁目６番21号 普通銀行

【株式会社神奈川銀行】
営業所等

当　年　度　末 主要な営業所
店 うち出張所

神 奈 川 県 34 － 本店営業部ほか
合 計 34 －

（注）該当がない場合、「－」で表示しております。

事業報告
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ロ．その他の事業

浜銀ＴＴ証券株式会社 ：本社（横浜市）、本店営業部　ほか
浜銀ファイナンス株式会社 ：本社（横浜市）、群馬リース営業部
横浜キャピタル株式会社 ：本社（横浜市）
株式会社浜銀総合研究所 ：本社（横浜市）
横浜信用保証株式会社 ：本社（横浜市）

　該当ございません。
●その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当ございません。
●主要な借入先

事業報告
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会社役員（取締役及び監査役）に関する事項

氏　　名 責任限定契約の内容の概要
秋 吉 　 満

会社法第423条第１項の責任について、その職務をおこなうにあたり善意でかつ
重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度
として損害賠償責任を負うものとしております。

山 田 能 伸
依 田 真 美
前 原 和 弘
原 　 光 宏
橋 　 本 　 圭 一 郎
房 村 精 一
野 　 口 　 真 有 美

●責任限定契約

　該当ございません。
●補償契約

当社は、保険会社との間において、当社ならびに当社子会社である株式会社横浜銀行および株式会
社東日本銀行の取締役、監査役、執行役員および重要な使用人等を被保険者とする会社法第430条の
3第1項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結しております。保険料については全
額会社が負担しております。
当該保険契約では、被保険者がおこなった行為（不作為を含みます。）に起因して、損害賠償請求が
なされたことにより、被保険者が被る法律上の損害賠償金および争訟費用等が補償されます。ただし、
被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、被保険者の犯罪行為や法令に違反す
ることを被保険者が認識しながらおこなった行為に対する損害等は補償対象外としております。

●役員等賠償責任保険契約に関する事項

事業報告
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株主の氏名又は名称
当社への出資状況

持株数 持株比率
千株 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 170,118 14.58 

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行（ 信 託 口 ） 64,931 5.56 

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 明治安田生命保険口 
再 信 託 受 託 者 株 式 会 社 日 本 カ スト デ ィ 銀 行 36,494 3.12 

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 30,061 2.57

N O R T H E R N  T R U S T  C O .  （ A V F C ） R E �
S I LCHESTER  INTERNAT IONAL  INVESTORS 
INTERNAT IONAL  VA LUE  EQU I TY  T RUST

26,323 2.25 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 24,578 2.10 

STATE STREET BANK WEST CLIENT － TREATY 505234 23,868 2.04 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 15,919 1.36 

J P  M O R G A N  C H A S E  B A N K  3 8 5 7 8 1 15,039 1.28 

Ｊ Ｐ モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 14,775 1.26 
（注）1．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

2�．持株比率は、自己株式数（11,045千株）を控除のうえ算出し、小数点第3位以下を切り捨てて表示しております。

（1） 株式数 発行可能株式総数 普通株式　3,000,000千株
発行済株式の総数 普通株式　1,177,616千株

（注）株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

（2） 当年度末株主数 44,121名

当社の株式に関する事項

（3） 大株主

事業報告
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（4） 役員保有株式

株式の交付を受けた者の人数 株式の数
（株式の種類及び種類ごとの数）

取締役（社外取締役を除く） １人 当社普通株式11,613株
社外取締役 ― ―
監査役 ― ―
（注）１．交付された株式数のうち、5,713株は換価処分し、換価処分金相当額を給付しております。

２．�取締役（社外取締役を除く）の株式交付を受けた者の人数および株式の数には、退任した取締役１名が含まれており
ます。

（1） 事業年度の末日において当社の会社役員が有している当社の新株予約権等
　該当ございません。

（2）事業年度中に使用人等に交付した当社の新株予約権等
　該当ございません。

当社の新株予約権等に関する事項

事業報告
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氏名又は名称 当該事業年度
に係る報酬等 そ　　の　　他

有限責任監査法人 トーマツ

18

（会計監査人の報酬等の額に監査役会が同
意した理由）
　監査役会は、会計監査人の監査計画の内
容、職務遂行状況や報酬見積りの算出根拠
などを確認した結果、会計監査人の報酬等
の額は妥当であると判断し、会社法第399
条第1項の同意をおこないました。
（会計監査人が対価を得ておこなう非監査
業務の内容）
　危機管理態勢に係るアドバイザリー業務

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 濱　原　啓　之

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 五十嵐　康　彦

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 下飯坂　武　志

（注）1．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
2�．�当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法にもとづく監査と金融商品取引法にもとづく監査の監査報酬の
額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しており、その他欄に記
載した会計監査人がおこなう非監査業務の対価は含まれておりません。

3�．�当社、子会社および子法人等が会計監査人である監査法人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額は278百
万円であります。

（単位：百万円）

（1） 会計監査人の状況

会計監査人に関する事項

（2） 責任限定契約
　該当ございません。

（3） 補償契約
　該当ございません。

事業報告
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　該当ございません。

財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

（4） 会計監査人に関するその他の事項
イ�．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　�　監査役会は、会計監査人が次のいずれかに該当するときは、会社法の規定にもとづき、監査役全
員の同意による解任（1．の場合に限ります。）または解任もしくは不再任に関する株主総会の議案
の内容の決定を検討し、解任または不再任が妥当と判断した場合には、解任またはこれらの議案の
内容の決定をおこないます。
　1．会社法第340条第1項各号に定める事項に該当すると判断される場合
　2．会社法、公認会計士法等の法令に違反する行為があったと認められる場合
　3�．会計監査人としての独立性、監査の品質、その他総合的な監査能力等の観点から、監査を適切
に遂行することが困難と判断される場合

ロ�．当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人が、当社の重要な子会社及び子法人等の計算関
係書類の監査をおこなっている事実

　該当ございません。

事業報告
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　当社は、当社グループが法令・定款に適合し、かつ、適正に業務を遂行するために、以下のとおり
内部統制システムを構築・運用するとともに、継続的な評価および必要な改善措置を講じることによ
り、実効性向上に努めています。

（内部統制システム構築の基本方針の概要）
　内部統制システム構築の基本方針の制定、改定は取締役会で決議しております。

（1） 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
イ�．取締役会は、当社グループのコンプライアンス基本方針等を定めた「コンプライアンス基本規程」
を制定し、当社グループの全役職員に顧客保護、個人情報保護、反社会的勢力との関係遮断、マ
ネー・ローンダリング防止等を含めた法令等遵守を徹底します。
ロ�．取締役会は、「コンプライアンス会議（経営会議）」を設置し、当社グループのコンプライアンス
実現のための具体的な実践計画として、基本方針に則した年度ごとの「コンプライアンスプログラ
ム」を制定するとともに、当社グループ全体のコンプライアンスプログラムの進捗状況や、コンプ
ライアンスの状況についてモニタリングを踏まえた管理・指導をおこなうことで実効性を高めま
す。
ハ�．取締役会は、当社グループのコンプライアンスを統括する部署を設置し、コンプライアンス統括
部署は、コンプライアンスに関する業務をグループ一元的に管理・指導します。
ニ�．取締役会は、コンプライアンス上問題のある事項について、当社グループの全役職員が当社のコ
ンプライアンス統括部署へ直接報告できる体制を整備し、報告を受けた場合、コンプライアンス統
括部署は、速やかに改善指導をおこなうとともに是正・改善措置を講じます。なお、当社グループ
の取締役、執行役員が関与する法令違反等および当社グループの会計、会計にかかる内部統制、会
計監査に関する不適切な事項について、社内外から、直接、監査役に通報できる窓口を、当社の監
査役室に設けます。
ホ�．取締役会は、当社グループから独立した立場にある社外取締役を取締役総数の３分の１以上選任
することにより、社外の視点による監督機能の維持・向上をはかります。
へ�．取締役会は、執行部門から独立した組織として監査部を設置し、監査部は、コンプライアンス態
勢等の有効性および適切性について内部監査をおこないます。

（2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報については、規程にもとづき各会議の議事録およびその他の文書等
を保存・管理します。また、取締役および監査役はこれらの文書等を常時閲覧できるものとします。

業務の適正を確保する体制

事業報告
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（3） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ�．取締役会は、「リスク管理の基本規程」を中心としたリスク管理関連規程を体系的に整備するとと
もに、当社グループ全体のリスク統括部署やリスクの種類ごとにリスク管理部署を定めることによ
り、当社グループ内のリスクの伝播や集中等を含めたリスク管理を適切におこなう態勢を構築します。
ロ�．取締役会は、収益・リスク・資本のバランスを考慮しつつ、経営として進んで受け入れるリスク
の種類と量を明確化し、モニタリングする手法としてリスクアペタイト・フレームワークを定め、
リスク管理全般に関するガバナンスの充実およびリスクカルチャーの醸成をはかります。
ハ�．取締役会および経営会議等は、当社グループのリスク管理を健全かつ効果的に実施するとともに、
当社グループの戦略目標や外部環境の変化等を踏まえてリスク管理の方針・手続きを定期的かつ継
続的に見直します。また、経営会議として設置する「ALM・リスク管理会議」は、当社グループが
抱える各種リスクをグループ共通の枠組みで把握するとともに、把握したリスクを子会社の業務執
行や管理態勢の整備等に活用することで、リスク管理の実効性を高めます。
ニ．監査部は、リスク管理態勢等の有効性および適切性について内部監査をおこないます。

（4） 取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制
　取締役会は、以下の体制を構築することにより、取締役の職務の執行の効率化をはかります。
　①	 代表取締役・取締役等によって構成される経営会議の設置
　②	 職務の権限に関する規程の制定による委任の範囲の明確化
　③	 取締役会による経営方針および経営計画の策定
　④	 取締役会および経営会議における業績および主要事項の進捗などの適切なグループ経営管理

（5） 財務報告の適正性を確保するための体制
　取締役会は、当社グループの財務報告の適正性を確保するため、「財務報告に係る内部統制基本規
程」を制定します。

（6） 企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ�．取締役会は、当社グループの経営管理に関する基本規程および協議・報告に関する規程を定め、
当社と子会社の役割および権限を明確化することにより、当社グループの業務の適切性と効率性を
確保します。
ロ�．取締役会は、当社グループにおける経営資源配分の最適化をはかり、子会社のリスク管理、コン
プライアンス等の態勢を整備します。
ハ�．監査部は、当社グループの内部監査を統括し、当社グループの内部監査結果を当社の取締役およ
び監査役に報告します。

事業報告
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（7） �監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制、その使用人の取締役からの独立性に関する事項およびその使用人に対する指
示の実効性の確保に関する事項

イ．監査役室を設置し、専属の職員を配置し、監査役の監査業務を補助させます。
ロ�．監査役室に属する職員の人事異動、人財評価等について、監査役へ事前に報告し、監査役は意見
を付すことができるものとします。
ハ．監査役室に属する職員は、監査役の指示に従ってその職務を遂行します。

（8） �取締役および使用人ならびに子会社の取締役、監査役および使用人が監査役会または監
査役に報告するための体制その他の監査役会または監査役への報告に関する体制

イ�．取締役および使用人が、当社グループにおいて、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、
不正の行為がなされている事実または法令もしくは定款に違反する重大な事実があることを発見し
たとき、ならびに子会社の取締役、監査役および使用人が、当該会社においてそれらの事実がある
ことを発見したときは、それらの者は、当該事実を直接あるいは間接的に当社の監査役会または監
査役に報告します。
ロ�．取締役および使用人ならびに子会社の取締役、監査役および使用人は、その業務の執行状況等に
ついて、当社の監査役会または監査役に対して適切に報告します。
ハ�．当社グループは、当社の監査役会または監査役への報告者に対して、いかなる不利益な取扱いも
おこないません。

（9） その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制
イ�．監査役は、取締役会に出席するほか、経営会議等の会議および委員会に出席することができるも
のとします。
ロ�．監査役は、代表取締役と定期的に会合を持ち、代表取締役の経営方針を確認するとともに、当社
グループが対処すべき課題、取り巻くリスク、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等
について意見交換をおこなうほか、会計監査人とも同様に積極的な意見交換をおこないます。
ハ�．監査役は、会計監査人、監査部および子会社の監査役等と緊密に連携するとともに、当社グルー
プの役職員と定期的に会合を持つことにより、実効的な監査をおこないます。
ニ�．監査役は、その職務を遂行するために必要と判断した場合には、監査部に対し、必要な調査の実
施、報告等を指示することができるものとします。
ホ．監査役会は、内部監査基本計画および監査部長の任免について、事前に同意決議をおこないます。
へ�．監査役は、監査部長の人財評価等について、事前に報告を受け、意見を付すことができるものと
します。
ト．当社は、会社法第388条の定めに従い、監査役の請求にもとづき、必要な監査費用を支払います。

事業報告
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（内部統制システムの運用状況の概要）
　当社は、当社グループの内部統制の態勢整備およびその運用状況を原則として年に1回、定期的に検
証し、必要に応じて見直しをおこなっています。当事業年度は、2024年3月の取締役会において、検
証をおこないました。
　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりで
す。

（1） コンプライアンスに関する体制
イ�．コンプライアンス会議（経営会議）において2023年度コンプライアンスプログラムを制定し、
役職員はその実践に努めました。
ロ�．問題事例の再発防止や法令等違反の未然防止等に向けて、コンプライアンス会議（経営会議）を、
原則として3か月に1回開催しております。当事業年度は、4回開催し、協議等をおこないました。
ハ�．当社グループの役職員等からコンプライアンス統括部署等への内部通報制度であるコンプライア
ンスホットラインを適切に運用し、問題事例等の通報に対して、コンプライアンス統括部署が是
正・改善のために速やかに対応しました。

（2） リスク管理体制
イ�．取締役会において制定した「リスク管理の基本規程」および各種リスク管理に関する基本規程を
はじめとするリスク管理関連規程にもとづき、有効なリスク管理に努めました。
ロ�．取締役会および経営会議は、各種リスクの水準や管理状況について定期的に報告を受け、各種リ
スクを適切に管理するうえで必要な決議を適時におこないました。
ハ�．収益・リスク・資本のバランスを考慮しつつ、経営として進んで受け入れるリスクの種類と量を
明確化し、モニタリングする手法としてリスクアペタイト・フレームワークを活用し、リスク管理
全般に関するガバナンスの充実およびリスクカルチャーの醸成をはかりました。

（3） 取締役の職務執行の効率性確保および情報の保存・管理に関する体制
イ�．取締役会は、取締役会の運営、経営会議の設置・運営および決裁権限に関する規程を定めていま
す。また、当社の職制および業務分掌に関する規程は、経営会議等において定めています。
ロ�．取締役会は、2022年度から2024年度までの3年間を対象期間とする中期経営計画のもとで、グ
ループ経営方針やグループ総合予算を決定しました。また、取締役会および経営会議は、担当部署
からの定期的な報告等にもとづき、グループ経営方針やグループ総合予算に照らした業績その他主
要事項の進捗管理、経営管理をおこないました。
ハ�．取締役会、経営会議等の議事録および取締役の職務の執行に係るその他の文書等は、関連規程に

事業報告
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従い、適切に保存・管理しています。

（4） 財務報告の適正性確保に関する体制
　取締役会において制定した「財務報告に係る内部統制基本規程」にもとづき、独立的評価部署であ
るリスク統括部が財務報告に関する内部統制の有効性を定期的に評価し、取締役会に報告しています。

（5） 企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ�．取締役会において制定した「グループ経営管理規程」にもとづき、取締役会は、子会社にて発生
したグループ全体に大きな影響を及ぼす事項や内部統制上必要な事項等について、協議・決議等を
おこないました。
ロ�．ALM・リスク管理会議を原則として毎月開催し、当社グループ内会社の業務実績やリスク管理の
状況等について報告を受けるとともに、リスク管理をはじめとする内部管理態勢に関する方針協議
等をおこないました。また、グループ営業戦略会議（経営会議）を原則として毎月開催し、当社グ
ループ内会社の業務実績や各種経営目標の進捗状況について報告を受けるとともに、営業戦略に関
する方針協議等をおこないました。
ハ�．当社の監査部は、当社グループの業務運営の適正を確保する観点から、監査役室を除く当社のす
べての部署・業務に加え、当社グループ内会社を対象に監査を実施したほか、当社グループの内部
監査を統括し、取締役および監査役に内部監査結果を定期的に報告しています。

（6） 監査役監査の実効性確保に関する体制
イ�．執行部門から独立した組織として監査役室を設置し、監査役の指示に従って監査役および監査役
会を補佐する専任担当者を配置しています。
ロ�．当社の取締役および使用人ならびにグループ内会社の取締役、監査役および使用人が直接あるい
は間接的に当社の監査役会または監査役に対して必要な報告をおこなうことについては、周知徹底
しています。
ハ�．監査役は、代表取締役と定期的に会合をもち経営方針の確認と当社グループの課題等に関する意
見の交換を実施しました。また、監査役は、当社および子会社の役職員、当社の会計監査人等との
間で、定期的に会合をもつことや随時報告・説明を求めること等を通じて、情報の収集や意見の交
換を実施しました。
ニ．監査役会は、内部監査基本計画等について事前に同意決議をおこないました。
ホ．監査役は、監査部長の人財評価等について事前に報告を受け、内容の審議をおこないました。

事業報告
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　該当ございません。

親会社等との間の取引に関する事項

　該当ございません。

会計参与に関する事項

特定完全子会社に関する事項

会　社　名 住　　　所 株式の帳簿価額 当社の総資産額

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい
三丁目1番1号 829,491百万円 935,800百万円

事業報告
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科　　　　　目 金　　　　　額
（資産の部）

現金預け金 4,133,789

コールローン及び買入手形 33,629

買入金銭債権 33,286

特定取引資産 1,730

有価証券 2,947,434

貸出金 16,602,619

外国為替 24,573

リース債権及びリース投資資産 78,003

その他資産 323,922

有形固定資産 168,068

建物 59,532

土地 94,569

建設仮勘定 4,146

その他の有形固定資産 9,819

無形固定資産 18,946

ソフトウェア 18,575

その他の無形固定資産 370

退職給付に係る資産 61,192

繰延税金資産 983

支払承諾見返 37,419

貸倒引当金 △ 83,889

資産の部合計 24,381,712

（単位：百万円）
科　　　　　目 金　　　　　額

（負債の部）
預金 19,974,124 
譲渡性預金 353,370 
コールマネー及び売渡手形 217,080 
売現先勘定 115,423 
債券貸借取引受入担保金 80,481 
特定取引負債 12 
借用金 2,021,582 
外国為替 704 
社債 40,000 
信託勘定借 41,729 
その他負債 178,157 
賞与引当金 4,962 
役員賞与引当金 51 
株式報酬引当金 313 
退職給付に係る負債 910 
睡眠預金払戻損失引当金 2,278 
偶発損失引当金 1,483 
特別法上の引当金 29 
繰延税金負債 10,571 
再評価に係る繰延税金負債 16,256 
支払承諾 37,419 
負債の部合計 23,096,944 

（純資産の部）
資本金 150,078 
資本剰余金 231,561 
利益剰余金 784,229 
自己株式 △ 8,485 
株主資本合計 1,157,383 
その他有価証券評価差額金 69,959 
繰延ヘッジ損益 549 
土地再評価差額金 36,381 
為替換算調整勘定 1,394 
退職給付に係る調整累計額 13,030 
その他の包括利益累計額合計 121,315 
非支配株主持分 6,067 
純資産の部合計 1,284,767 
負債及び純資産の部合計 24,381,712 

第８期末（2024年３月31日現在）連結貸借対照表

連結計算書類
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（単位：百万円）
科　　　　　目 金　　　　　額

経常収益 358,303
資金運用収益 240,840
貸出金利息 184,296
有価証券利息配当金 39,490
コールローン利息及び買入手形利息 2,674
預け金利息 6,682
その他の受入利息 7,696

信託報酬 278
役務取引等収益 74,134
特定取引収益 697
その他業務収益 36,622
その他経常収益 5,728
償却債権取立益 1,637
その他の経常収益 4,091

経常費用 281,298
資金調達費用 54,129
預金利息 19,658
譲渡性預金利息 39
コールマネー利息及び売渡手形利息 4,102
売現先利息 5,919
債券貸借取引支払利息 3,757
借用金利息 5,933
社債利息 296
その他の支払利息 14,423

役務取引等費用 15,933
特定取引費用 19
その他業務費用 58,961
営業経費 133,552
その他経常費用 18,702
貸倒引当金繰入額 7,565
その他の経常費用 11,136

経常利益 77,004
特別利益 16,201
固定資産処分益 622
負ののれん発生益 15,579

特別損失 1,813
固定資産処分損 1,467
減損損失 188
段階取得に係る差損 154
金融商品取引責任準備金繰入額 3

税金等調整前当期純利益 91,392
法人税、住民税及び事業税 22,185
法人税等調整額 2,022
法人税等合計 24,208
当期純利益 67,183
非支配株主に帰属する当期純利益 251
親会社株主に帰属する当期純利益 66,931

第８期　　　　　　　連結損益計算書（2023年４月 １ 日から
2024年３月31日まで）

連結計算書類
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（単位：百万円）
株　主　資　本

資本金 資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計

当期首残高 150,078 247,364 741,440 △ 17,366 1,121,517
当期変動額
剰余金の配当 △ 24,122 △ 24,122
親会社株主に帰属する
当期純利益 66,931 66,931

自己株式の取得 △ 7,096 △ 7,096
自己株式の処分 4 169 173
自己株式の消却 △ 15,807 15,807 －
土地再評価差額金の取崩 △ 20 △ 20
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － △ 15,803 42,788 8,880 35,866
当期末残高 150,078 231,561 784,229 △ 8,485 1,157,383

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新株予約権 非支配

株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 △ 10,342 3,457 36,360 779 3,657 33,913 8 5,815 1,161,255
当期変動額
剰余金の配当 △ 24,122
親会社株主に帰属する
当期純利益 66,931

自己株式の取得 △ 7,096
自己株式の処分 173
自己株式の消却 －
土地再評価差額金の取崩 △ 20
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 80,302 △ 2,908 20 614 9,373 87,402 △ 8 251 87,645

当期変動額合計 80,302 △ 2,908 20 614 9,373 87,402 △ 8 251 123,511
当期末残高 69,959 549 36,381 1,394 13,030 121,315 － 6,067 1,284,767

第８期　　　　　　　連結株主資本等変動計算書（2023年４月 １ 日から
2024年３月31日まで）

連結計算書類
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連結注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づい
ております。 

連結計算書類の作成方針 
１．連結の範囲に関する事項 
（1）連結される子会社及び子法人等	 13社 

　主要な会社名 
　　株式会社横浜銀行 
　　株式会社東日本銀行 
　　株式会社神奈川銀行 
（連結の範囲の変更）
　株式会社神奈川銀行及び株式会社かなぎんビジネスサービスは、株式取得により、当連結会計
年度から連結の範囲に含めております。また、東日本保証サービス株式会社は、株式売却により、
当連結会計年度から連結の範囲より除外しております。 

（2）非連結の子会社及び子法人等	 ６社
非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益
剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の
範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要
性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 
（1）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 
（2）持分法適用の関連法人等	 ４社 

スカイオーシャン・アセットマネジメント株式会社 
PT Bank Resona Perdania 
PT Resona Indonesia Finance 
ストームハーバー証券株式会社 

（3）持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等	 ６社 
持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金

（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象
から除いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。 

連結計算書類

18

010_0365610092406.indd   18010_0365610092406.indd   18 2024/05/15   13:09:392024/05/15   13:09:39



（4）持分法非適用の関連法人等	 ５社
　持分法非適用の関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）
及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計
算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。

３．のれんの償却に関する事項 
10年間の定額法により償却を行っております。 

会計方針に関する事項 
１．特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差
等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定
時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、
当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価

により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については連結決算日において決済したも
のとみなした額により行っております。 
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証

券及び金銭債権等については前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、
派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益相当額の
増減額を加えております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、そ

の他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等
については移動平均法による原価法により行っております。 
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 
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４．固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　有形固定資産は、主として定額法により償却しております。 
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。 
　　建　物　　　２年～60年 
　　その他　　　２年～20年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、
当社並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年～７年）に基づ
いて償却しております。 

（3）リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリー
ス資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却することとしております。なお、残存
価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外
のものは零とすることとしております。 

５．繰延資産の処理方法 
社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

６．貸倒引当金の計上基準 
主要な連結される子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、以下に定める

債務者区分に応じて、次のとおり計上しております。 
破綻先 ：破産、特別清算等、法的又は形式的に経営破綻の事実が発生している債務者
実質破綻先 ：破綻先と実質的に同等の状況にある債務者
破綻懸念先 ：現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ

る債務者
要管理先 ：要注意先のうち債権の全部又は一部が要管理債権（三月以上延滞債権及び貸出条

件緩和債権）である債務者
要注意先 ：貸出条件や返済履行状況に問題のある債務者、業況が低調又は不安定な債務者な

ど、今後の管理に注意を要する債務者
正常先 ：業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者

連結計算書類
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（1）�破綻先に係る債権及び実質破綻先に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直
接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額を計上しております。 

（2）�破綻懸念先及び要管理先で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利
息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キ
ャッシュ・フローを当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金
とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。また、上記以外の債務者
であっても、従来よりキャッシュ・フロー見積法により計上しており、経営改善計画等の期間
内にあって一定の要件に該当する債務者に係る債権については、引き続きキャッシュ・フロー
見積法により計上することとしております。 

（3）�（2）以外の破綻懸念先に係る債権については、今後３年間の予想損失額を見込んで計上してお
ります。予想損失額は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除した残額に対して、過去の一定期間における貸倒実績率の平均値に基づき損失率を求め、こ
れに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。 

（4）�上記以外の債権のうち、要管理先については今後３年間、正常先及び要注意先については今後
１年間の予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額は、要管理先については債権額
から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額に対して、正常先及
び要注意先については債権額に対して、主として過去の一定期間における貸倒実績率の平均値
に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。	 �
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部
署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。	 �
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評
価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額
から直接減額しており、その金額は18,585百万円であります。	 �
　その他の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実
績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。

７．賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のう

ち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。
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８．役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への賞与（短期業績連動報酬）の支払いに備えるため、役員に対する賞

与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

９．株式報酬引当金の計上基準
株式報酬引当金は、当社及び一部の連結される子会社の取締役等への株式報酬制度における報酬

支払いに備えるため、取締役等に対する報酬の支給見込額のうち、当連結会計年度末までに発生し
ていると認められる額を計上しております。

10．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備える

ため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

11．偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能

性のある損失を見積り必要と認める額を計上しております。

12．特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金であり、証券事故による損失に備えるため、連結

される子会社が金融商品取引法第46条の５第１項及び金融商品取引業等に関する内閣府令第175条
の規定に定めるところにより算出した額を計上しております。

13．退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処
理方法は次のとおりであります。
過去勤務費用　　：�その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額

法により損益処理
数理計算上の差異：�各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年

から15年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年
度から損益処理

なお、一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算
に、退職給付に係る当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して
おります。
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14．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付して

おります。

15．リース取引の収益・費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益・費用の計上基準については、リース契約期間の経過に応

じて売上高と売上原価を計上する方法によっております。

16．重要なヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

銀行業を営む連結される子会社における金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ
会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日
本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号。以下「業種別委員会実務指針第24号」という。）
に規定する繰延ヘッジによることとしております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変
動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワッ
プ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価することとしております。また、
キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相
関関係の検証により有効性の評価をすることとしております。

（2）為替変動リスク・ヘッジ
銀行業を営む連結される子会社における外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対
するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号）に規定する繰延ヘッジによって
おります。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺
する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である
外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認するこ
とによりヘッジの有効性を評価しております。

なお、上記（1）、（2）以外のヘッジ会計の方法として、一部の資産・負債については、繰延ヘ
ッジあるいは金利スワップの特例処理を行っております。

17．グループ通算制度の適用
当社並びに一部の連結される子会社及び子法人等は、グループ通算制度を適用しております。
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重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結
会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。
貸倒引当金　83,889百万円
貸倒引当金の金額の算出方法等は、「会計方針に関する事項」の「６．貸倒引当金の計上基準」に記載
のとおりであり、計上にあたって、以下のような主要な仮定を用いております。
・債務者の実態評価、経営改善計画等に基づく債務者区分の判定における貸出先の将来見込み
・過去の処分実績等に基づく不動産等担保の今後の処分可能見込額の見通し
・�キャッシュ・フロー見積法における足元の実績等に基づく債権の今後の元本回収及び利息受取りの
見通し
・�予想損失額の算定に際して、過去平均値に基づく損失率に加える必要な修正において考慮する長期
過去実績、過去実績の趨勢等に基づく将来見込み等
これらの仮定は、将来の不確実な経済状況の変化等によって影響を受ける可能性があり、仮定と実績
との間に重要な差異が生じた場合には、翌連結会計年度の貸倒引当金及び貸倒引当金繰入額等の金額に
重要な影響を与える可能性があります。
また、国内の新型コロナウイルス感染症の経済活動に与える影響は５類移行に伴って外出の制限がな
くなったこと等により解消されつつあるものの、貸出先の今後の事業活動に与える影響については、補
助金等の公的支援の終了やコロナ禍で生じた人手不足の影響、消費者の行動変容等により引続き不透明
であり、この影響を受けて貸倒引当金については次の通り見積りを行っております。一部の貸出先につ
いては業績の回復の遅れや、これに伴う資金繰りの悪化等に伴い貸倒等の損失が発生するものと見込ま
れますが、可能な限り詳細に最新の情報を収集することにより、将来見込みを織り込んで債務者区分の
判定を行い、貸倒引当金を算定しております。また、コロナ禍において財政状態に重要な影響が生じて
おり、今後の事業活動にも重要な影響が残っている一部の業種に属する貸出先については、将来見込み
の不確実性がより高いことから、当該信用リスクの状況を鑑み、今後の資金繰り悪化の可能性を織り込
んだ場合に予想される損失額について追加的に必要な修正を加えて算定しております。なお、この新型
コロナウイルス感染症による影響についての仮定は不確実性を有しており、個人消費の低迷や生産活動
の停滞等の影響を受け貸出先の業績の回復に要する期間が入手可能な直近の情報による想定を超えた場
合には、予想損失額を上回る貸倒等の損失が発生する可能性があります。
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追加情報
（信託を活用した株式報酬制度）
１．取引の概要

当社は、株主の皆さまと利害を共有するとともに、当社グループ全体の持続的な成長を促進し、
中長期的な企業価値向上への意欲を高めることを目的として、信託を活用した株式報酬制度（以下
「本制度」という。）を導入しております。
本制度は、当社及び一部の連結される子会社の取締役（社外取締役及び非業務執行取締役を除く）

及び執行役員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社の株主総会決議で承認を受けた
範囲内の金銭に、一部の連結される子会社から各社の株主総会決議での承認を経て拠出された金銭
を合わせて信託を設定し、当該信託は信託された金銭を原資として当社株式を株式市場から取得し
ております。
信託期間中、予め定める株式交付等規程に従い、受益者は一定のポイントの付与を受けた上で、

かかるポイント数の一定割合に相当する当社株式の交付を受け、残りのポイント数に相当する当社
株式については、信託契約の定めに従い、信託内で換価した上で換価処分金相当額の金銭を受領し
ます。
なお、信託としては、退任後に役位に応じて当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭

（以下「当社株式等」という。）の交付又は給付（以下「交付等」という。）を行う信託と、中期経営
計画終了後に経営計画の業績目標の達成度に応じて当社株式等の交付等を行う信託を設定しており
ます。

２．信託に残存する当社株式
信託に残存する当社株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末において1,037百万円、

2,425千株であり、純資産の部に自己株式として計上しております。
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注記事項
（連結貸借対照表関係）
１�．無担保の消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債等に102,337百
万円含まれております。

２�．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。
なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又
は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第
２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並び
に支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場
合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 	 60,127百万円
危険債権額 	 161,600百万円
三月以上延滞債権額	 4,522百万円
貸出条件緩和債権額 	 11,702百万円
合計額 	 237,952百万円

　�　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立
て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
　�　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、
契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及び
これらに準ずる債権に該当しないものであります。
　�　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出
金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
　�　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息
の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産
更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものでありま
す。
　�　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

３�．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これによ
り受け入れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる
権利を有しておりますが、その額面金額は、27,865百万円であります。
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４．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
　現金預け金	 40,524百万円
　有価証券	 1,585,482百万円
　貸出金	 1,722,962百万円
　その他資産	 840百万円
担保資産に対応する債務
　預金	 61,684百万円
　売現先勘定	 115,423百万円
　債券貸借取引受入担保金	 80,481百万円
　借用金	 1,989,964百万円

　�　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券
32,356百万円及びその他資産76,051百万円を差し入れております。
　�　また、その他資産には、先物取引差入証拠金2,653百万円、金融商品等差入担保金18,336百万円
及び保証金6,128百万円が含まれております。

５�．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受
けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ
とを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、2,756,374百万円であります。
このうち契約残存期間が１年以内のものが1,587,072百万円あります。
　�　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高その
ものが必ずしも当社並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与
えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当
の事由があるときは、連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また契約時において必要に応じ
て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

６�．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、株式会社横浜銀行
の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価
に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし
て純資産の部に計上しております。
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　　再評価を行った年月日
　　　1998年３月31日
　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　　�　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定
める「地価公示法第６条に規定する標準地について同条の規定により公示された価格」に基づいて、
近隣売買事例による補正等合理的な調整を行って算出。

　�　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当
該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　　　34,375百万円

７．有形固定資産の減価償却累計額	 183,964百万円

８．有形固定資産の圧縮記帳額	 81,036百万円

９．社債は劣後特約付社債であります。

10�．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対す
る保証債務の額は75,864百万円であります。

11．元本補填契約のある信託の元本金額は、金銭信託41,729百万円であります。

12．ストック・オプション等関係
（1）ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。
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（2）ストック・オプションの内容
第８回

ストック・オプション（注）１
第13回

ストック・オプション

付与対象者の
区分及び人数

株式会社横浜銀行の取締役：７
株式会社横浜銀行の執行役員：14

当社の取締役および執行役員：７
株式会社横浜銀行の取締役および執行役員：19
株式会社東日本銀行の取締役：６

株式の種類別の
ストック・オプ
ションの数
（注）２

普通株式
96,800株

普通株式
281,200株

付与日 2016年４月１日 2016年７月15日
権利確定条件 定めなし 同左
対象勤務期間 定めなし 同左

権利行使期間 2016年４月１日から
2045年７月６日まで

2016年７月16日から
2046年７月15日まで

（注）１．�株式会社横浜銀行が付与していたストック・オプションに代えて、当社設立日である2016年４月１日に当社が付与
したものであります。

	 ２．株式数に換算して記載しております。
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（3）ストック・オプションの規模及びその変動状況
　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの
数については、株式数に換算して記載しております。
①　ストック・オプションの数

第８回
ストック・オプション

第13回
ストック・オプション

権利確定前（株）
前連結会計年度末 － －
付与 － －
失効 － －
権利確定 － －
未確定残 － －
権利確定後（株）
前連結会計年度末 4,900 13,000
権利確定 － －
権利行使 4,900 13,000
失効 － －
未行使残 － －

②　単価情報 
第８回 

ストック・ オプション
第13回 

ストック・ オプション
権利行使価格（円） 1 1 
行使時平均株価（円） 495 495 
付与日における公正な評価単価（円）（注） 691 375 
（注）第８回については、株式会社横浜銀行が当初付与した日における公正な評価単価を記載しております。

（4）ストック・オプションの権利確定数の見積方法
　将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用
しております。
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（連結損益計算書関係）
 「その他の経常費用」には、貸出金償却4,265百万円を含んでおります。

（連結株主資本等変動計算書関係）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数 摘　要

発行済株式
普通株式 1,209,616 － 32,000 1,177,616
合　計 1,209,616 － 32,000 1,177,616

自己株式
普通株式 35,502 10,335 32,367 13,471 （注）１，２，３
合　計 35,502 10,335 32,367 13,471

（注）１．�自己株式数の増加は、株式取得により連結子会社となった会社が保有していた当社株式193千株、自己株式取得のた
めの市場買付10,138千株、単元未満株式の買取請求4千株によるものであります。

２．�自己株式数の減少は、自己株式の消却32,000千株、上記連結子会社が保有していた当社株式の売却193千株、ストッ
ク・オプションの権利行使による譲渡17千株、株式報酬制度に係る信託による交付及び売却156千株等によるもので
あります。

３．�当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の普通株式の自己株式数には、株式報酬制度に係る信託が保有する当社株
式がそれぞれ2,581千株、2,425千株含まれております。

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権�
の 内 訳

新株予約権の
目的となる�
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘　要当 連 結
会 計 年 度
期 首

当 連 結
会 計 年 度
増 加

当 連 結
会 計 年 度
減 少

当 連 結
会 計 年 度

末

当社

ストック・
オプション
と し て の�
新株予約権

─ ─

合　計 ─ ─
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３．配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2023年５月12日
取締役会 普通株式 11,178百万円 9.5円 2023年３月31日 2023年５月29日

2023年11月10日
取締役会 普通株式 12,943百万円 11.0円 2023年９月30日 2023年12月１日

（注）１．�2023年５月12日取締役会決議による配当金の総額には、株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式に対する配当
金24百万円が含まれております。

２．�2023年11月10日取締役会決議による配当金の総額には、株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式に対する配当
金26百万円が含まれております。

（2）�基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後と
なるもの
（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり

配当額 基準日 効力発生日

2024年５月13日
取締役会 普通株式 13,998百万円 利益剰余金 12.0円 2024年３月31日 2024年５月29日

（注）�2024年５月13日取締役会決議による配当金の総額には、株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式に対する配当金29
百万円が含まれております。

（金融商品関係）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、銀行業務を中心に、証券業務、リース業務、情報サービス・調査業務、ベン
チャーキャピタルなどの金融サービスに係る事業を行っております。地域における中小企業、個
人向け業務を当社グループの中核事業と位置づけ、景気変動等の悪影響を最小限にとどめ、地域
から信頼される金融グループとして安定・継続して金融サービスを提供することを基本方針とし
ております。このため、当社グループの中期経営計画やグループ経営方針など戦略目標に対応し
た金融商品に内包された各種リスクを継続的に識別、評価、モニタリング、コントロールするこ
とにより経営の健全性の確保を図っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当社グループが保有する金融資産は、主として中小企業・個人向け貸出金であり、顧客の契約
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不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。有価証券は、主に債券、株式、投
資信託であり、売買目的、満期保有目的、その他有価証券で保有しております。これらは、それ
ぞれ発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。
金融負債は、主として個人預金であり、流動性預金、定期性預金で構成されておりますが、一
定の環境の下で予期せぬ資金の流出などにより損失を被る流動性リスクに晒されております。
貸出金等の資産と預金等の負債には、金利又は期間のミスマッチが存在しており、金利の変動
リスクに晒されておりますが、一部は金利スワップ取引を行うことにより当該リスクを回避して
おります。
外貨建の金融資産・金融負債については、為替相場の変動により損失が発生する為替リスクに
晒されております。
デリバティブ取引については、お客さまに対する各種のリスク・ヘッジ手段の提供、及び当社
グループの資産・負債構造の管理（ALM：Asset Liability Management）や相場変動リスク等
のヘッジ目的に加え、当社グループの収益増強のために、金利スワップ取引等に取り組んでおり
ます。デリバティブ取引には他の市場性取引と同様に、市場リスク、信用リスク、流動性リスク
等があります。なお、ヘッジ目的で取り組んだデリバティブ取引については、「金融商品会計に
関する実務指針」（以下「実務指針」という。）等に準拠した「ヘッジ会計」を採用しております。
当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。
・ヘッジ対象：貸出金・債券、外貨建金銭債権債務、株式
・ヘッジ手段：金利スワップ、通貨スワップ、株式先渡取引
ヘッジ有効性の評価方法は、実務指針等に定められた方法により評価しております。
また、一部の連結される子法人等では、リース債権、割賦債権を保有しております。当該金融
商品は、金利変動リスク、信用リスク等に晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスクの管理
�　当社では、信用リスクは「クレジットポリシー」を定め、与信ポートフォリオ管理の最適化に
取り組んでおります。また、債務者及び個別与信案件の信用度を客観的に分類するための「内部
格付制度」や「自己査定制度」を整備し、子会社の信用リスク管理状況や当社グループ全体の与
信集中リスクをモニタリングするとともに、必要に応じて助言・指導を行っております。
②　市場リスクの管理
�　当社では、デリバティブなどの金融商品の高度化や多様化するお客さまのニーズに適切に対処
し、グループ全体の収益力向上に資する市場取引の実施と、それに沿った市場リスク管理をおこ
なうことを基本方針としております。また、子会社が体力に応じた適正なリスクを取りそのリス
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ク水準に見合うリターンを確保することを目的に、経営陣が子会社の抱える市場取引にかかわる
リスクの特性について十分に認識・把握のうえ適切な意思決定をおこなえるよう取り組んでおり
ます。
≪管理態勢≫
�　当社では、ALMの一環として、金利リスク、為替リスク、価格変動リスクのコントロールを
行っております。具体的には、子会社のリスク管理部署からの報告を基に、各種リスクリミット
の遵守状況と市場取引の運用状況や損益状況について、直接経営陣に報告した上で、毎月開催さ
れるALM・リスク管理会議において、市場リスクの状況について報告しております。
�　また、銀行業を営む連結される子会社は、市場業務についてトレーディング業務とバンキング
業務に区分して管理しております。トレーディング業務として、金利、通貨の価格、金融商品市
場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る目的、
又は当該目的で行う取引により生じ得る損失を減少させる目的で行う取引（特定取引）を行って
おります。トレーディング業務で取り扱うことができる商品は、国債、国債先物取引、金利スワ
ップ取引、金利先物取引などの商品であります。バンキング業務はトレーディング業務以外を指
します。なお、銀行業を営む連結される子会社では、トレーディング業務について、特定取引の
定義、時価算定の権限や方法などを規定した社内規程に従い、厳格な運用を行っております。
≪市場リスクの計測≫
�　当社グループでは、市場リスクの計測において、VaR（バリューアットリスク）、BPV（ベー
シスポイントバリュー）のほか、業務の特性や運用方針に合った効果的・効率的な計測方法を組
み合わせて活用しております。
③　資金調達に係る流動性リスクの管理
�　当社グループでは、流動性リスク管理を当社グループ存続のために重要な経営課題のひとつと
して最優先で取り組むものとし、健全な管理に努めております。また、銀行業務を営む連結され
る子会社では諸規程において、日常の流動性リスク管理の方法をきめ細かく規定するとともに、
万が一の流動性リスク懸念時・危機時の適切な対応策を定めております。
≪管理態勢≫
�　リスク統括部は、子会社のリスク管理部署からの報告を基に、各種リスクリミットの遵守状況
を、直接経営陣に報告した上で、毎月開催されるALM・リスク管理会議において、流動性リス
クの状況や資金繰りの状況について報告しております。
�　子会社の流動性リスク懸念時及び危機時においては、子会社からの報告を基に、危機管理委員
会が子会社に緊急時対策本部の設置を指示するなど、必要な対策を講じることになっておりま
す。
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（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場
合、当該価額が異なることもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであり

ます。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注１）参照）。
また、現金預け金、コールローン及び買入手形、コールマネー及び売渡手形、債券貸借取引受入担
保金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
このほか、「連結貸借対照表計上額」の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

 (1) 有価証券
　　満期保有目的の債券 883,529 868,217 △15,312
　　その他有価証券（＊１） 1,995,548 1,995,548 －
 (2) 貸出金 16,602,619
　　　貸倒引当金（＊２） △83,116

16,519,502 16,551,219 31,716
資産計 19,398,580 19,414,985 16,404
 (1) 預金 19,974,124 19,974,076 △47
 (2) 譲渡性預金 353,370 353,370 0
 (3) 借用金 2,021,582 2,021,592 10
負債計 22,349,076 22,349,039 △36
デリバティブ取引（＊３）
　ヘッジ会計が適用されていないもの 10,515 10,515 －
　ヘッジ会計が適用されているもの（＊４） （5,056） （5,056） －
デリバティブ取引計 5,458 5,458 －
（＊１）�その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号）第24-３項及び第

24-９項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託が含まれております。
（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊３）�特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。
　　　 �デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、（　）で表示しております。
（＊４）�その他有価証券（債券）の相場変動リスク減殺を目的とする金利スワップ取引による繰延ヘッジ、外貨建金銭債権債

務等の為替変動リスク減殺を目的とする通貨スワップ取引による「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する
会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号）に基づく繰延ヘッジ等、「LIBORを
参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実務対応報告第40号）の適用範囲に含まれるヘッジ関係に、これ
を適用しております。
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（注１）�市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「そ
の他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区　分 連結貸借対照表計上額
非上場株式　（＊１）（＊２） 8,170
組合出資金　（＊３）（＊４） 44,093

（＊１）�非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号）第
５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（＊２）関連法人等の株式5,881百万円は含めておりません。
（＊３）�組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号）第

24-16項を適用し、時価開示の対象とはしておりません。
（＊４）非連結の子会社及び子法人等並びに関連法人等の出資金10,212百万円は含めておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：�同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価
レベル２の時価：�レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて

算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。
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（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券
　その他有価証券
　　債券
　　　国債 117,268 － － 117,268
　　　地方債 － 286,476 － 286,476
　　　社債 － 377,946 79,103 457,049
　　株式 205,864 16,106 － 221,970
　　その他（＊１） － 680,062 191,410 871,473
資産計 323,132 1,360,591 270,514 1,954,238
デリバティブ取引（＊２）
　金利関連 － 8,051 － 8,051
　通貨関連 － △ 2,649 － △ 2,649
　株式関連 － － － －
　債券関連 13 － － 13
　その他 － － 43 43
デリバティブ取引計 13 5,401 43 5,458

（＊１）�「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号）第24-３項及び第24-９項の基準価額を時価
とみなす取扱いを適用した投資信託は含まれておりません。第24-３項の取扱いを適用した投資信託の連結貸借対照表
計上額は32,147百万円、第24-９項の取扱いを適用した投資信託の連結貸借対照表計上額は9,161百万円であります。

①　第24-３項の取扱いを適用した投資信託の期首残高から期末残高への調整表
（単位：百万円）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

期首残高 31,942
当期の損益又はその他の包括利益
　損益に計上（＊１） －
　その他の包括利益に計上 205
購入、売却及び償還の純額 －
投資信託の基準価額を時価とみなすこととした額 －
投資信託の基準価額を時価とみなさないこととした額 －
期末残高 32,147
当期の損益に計上した額のうち連結貸借対照表日において保
有する投資信託の評価損益（＊１） －

（＊１）連結損益計算書の「その他業務収益」及び「その他業務費用」等に含まれております。
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②　第24-３項の取扱いを適用した投資信託の当連結会計年度末における解約等に関する制限の内容ごとの内訳
　　解約申込から解約約定までに数か月を要するもの　32,147百万円

③　第24-９項の取扱いを適用した投資信託の期首残高から期末残高への調整表
（単位：百万円）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

期首残高 6,431
当期の損益又はその他の包括利益
　損益に計上（＊１） －
　その他の包括利益に計上 126
購入、売却及び償還の純額 2,602
投資信託の基準価額を時価とみなすこととした額 －
投資信託の基準価額を時価とみなさないこととした額 －
期末残高 9,161
当期の損益に計上した額のうち連結貸借対照表日において保
有する投資信託の評価損益（＊１） －

（＊１）連結損益計算書の「その他業務収益」及び「その他業務費用」等に含まれております。

（＊２）�特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティ
ブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、△で表示し
ております。
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（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券
　　満期保有目的の債券
　　　国債 84,037 － － 84,037
　　　地方債 － 778,387 － 778,387
　　　社債 － 199 － 199
　　　その他 － 5,592 － 5,592
貸出金 － － 16,551,219 16,551,219
資産計 84,037 784,180 16,551,219 17,419,436
預金 － 19,974,076 － 19,974,076
譲渡性預金 － 353,370 － 353,370
借用金 － 2,021,592 － 2,021,592
負債計 － 22,349,039 － 22,349,039

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券
株式は、取引所の価格によっており、市場の活発性に基づき、主にレベル１の時価に分類しており
ます。債券は、日本証券業協会公表の売買参考統計値又は取引金融機関から提示された価格等によっ
ており、国債は主にレベル１の時価に、地方債及び社債（私募債を除く）は主にレベル２の時価に分
類しております。その他に含まれる資産担保証券は、取引金融機関から提示された価格等によってお
り、主にレベル３の時価に分類しております。
私募債は、将来のキャッシュ・フローを、無リスクの利子率に内部格付に基づき見積った信用リス
ク・プレミアム等を加算した割引率で割り引いて算定しており、レベル３の時価に分類しております。
投資信託は、公表されている基準価額等によっており、主にレベル２の時価に分類しております。

貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実
行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし
ております。固定金利によるものは、主として、将来のキャッシュ・フローを、無リスクの利子率に
内部格付に基づき見積った信用リスク・プレミアム等を加算した割引率で割り引いて時価を算定して
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おります。また、約定期間等が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額を時価としております。
破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現
在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、時価は連結決算
日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しているこ
とから、当該価額を時価としております。
貸出金については、レベル３の時価に分類しております。

預金及び譲渡性預金
要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており
ます。また、定期預金及び譲渡性預金については、商品別、残存期間別にグルーピングした将来キャ
ッシュ・フローを市場金利で割り引いた割引現在価値により、時価を算定しております。なお、預入
期間等が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。
預金及び譲渡性預金については、レベル２の時価に分類しております。

借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社並びに連結される
子会社及び子法人等の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似して
いると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、将来のキャッ
シュ・フローを、当該借用金の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値を時価
としております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額を時価としております。
借用金については、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１
の時価に分類することとしており、債券先物取引等がこれに含まれます。
ただし、大部分のデリバティブ取引は店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取
引の種類や満期までの期間に応じて割引現在価値法やオプション価格計算モデル等の評価技法を利用
して時価を算定しております。それらの評価技法で用いている主なインプットは、金利や為替レート、
ボラティリティ等であります。また、取引相手別の信用リスク及び連結される子会社自身の信用リス
クに基づく価格調整を行っております。観察できないインプットを用いていない又はその影響が重要
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でない場合はレベル２の時価に分類しており、金利スワップ取引、為替予約取引等が含まれます。重
要な観察できないインプットを用いている場合はレベル３の時価に分類することとしております。

（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報

（1）重要な観察できないインプットに関する定量的情報
区分 評価技法 重要な観察できない

インプット インプットの範囲 インプットの
加重平均

有価証券
　その他有価証券

私募債 割引現在価値法 倒産確率 0.0％－13.3％ 0.5％
倒産時の損失率 20.0％－100.0％ 70.4％

（2）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益
（単位：百万円）

期首残高

当期の損益又は
その他の包括利益

購入、売却、
発行及び
決済の純額

レベル３の
時価への
振替

レベル３の
時価からの
振替

期末残高

当期の損益
に計上した
額のうち連
結貸借対照
表日におい
て保有する
金融資産及
び金融負債
の評価損益
（＊１）

損益に
計上
（＊１）

その他の
包括利益
に計上

有価証券
　その他有価証券
　　社債 83,801 △ 96 △ 103 △ 4,497 － － 79,103 －
　　その他 158,649 21,801 2,381 8,578 － － 191,410 －
資産計 242,450 21,705 2,277 4,080 － － 270,514 －
デリバティブ取引
　その他 42 0 － 0 － － 43 －
デリバティブ取引計 42 0 － 0 － － 43 －

（＊１）連結損益計算書の「その他業務収益」及び「その他業務費用」等に含まれております。
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（3）時価の評価プロセスの説明
　当社グループは、リスク管理部門において、時価の算定に関する方針及び手続を定めるとともに、
算定された時価の適切性を検証しております。時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性
及びリスクを反映できる適切な評価モデルを用いております。第三者から入手した相場価格を利用
する場合においては、利用されている評価技法及びインプットの確認や自行推定値との比較等の適
切な方法により価格の妥当性を検証しております。

（4）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
倒産確率
　倒産確率は、倒産事象が発生する可能性を示す推定値であります。倒産確率の大幅な上昇（低下）
は、時価の著しい下落（上昇）を生じさせます。
倒産時の損失率
　倒産時の損失率は、倒産時において発生が見込まれる損失の債券又は貸出金の残高合計に占める
割合を示す推定値であります。倒産時の損失率の大幅な上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）
を生じさせます。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額	 1,098円40銭
１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額	 57円16銭
（注）�株主資本において自己株式として計上されている株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式は、１株当たりの純資産額

の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利
益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。	�
１株当たりの純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、2,425千株であり、１株当たりの親会社株主に
帰属する当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、2,443千株であります。

（企業結合等関係）
（取得による企業結合）
株式会社横浜銀行は、2023年４月27日に、株式会社神奈川銀行の普通株式3,477,304株及び第１回
Ａ種優先株式103,500株を株式公開買付けにより取得いたしました。この結果、株式会社横浜銀行の
株式会社神奈川銀行に対する議決権比率は84.10％に達したことから、同日付けで株式会社神奈川銀行
を連結子会社といたしました。
なお、株式会社神奈川銀行を株式会社横浜銀行の完全子会社とする一連の手続きとして、株式会社神
奈川銀行は、2023年６月29日を効力発生日とする株式併合を実施いたしました。これにより、株式会
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社横浜銀行以外の株主の所有する普通株式は、全て合計しても１株に満たない端数の株式となり、株式
会社横浜銀行の株式会社神奈川銀行に対する議決権比率は100％となりました。また、株式会社横浜銀
行は、端数の株式の全てを取得し、株式会社神奈川銀行は株式会社横浜銀行の完全子会社となりまし
た。

１　企業結合の概要
（1） 被取得企業の名称及び事業の内容

株式会社神奈川銀行 銀行業
（2） 企業結合を行った主な理由

同じ神奈川県を主たる営業地盤とする株式会社横浜銀行と株式会社神奈川銀行が一体となり、
地域のあらゆるお客さまに対する金融仲介機能をさらに発揮することで、活力ある地域社会の持
続的発展への貢献という地域金融機関としての使命と役割を従来以上に果たすとともに、グルー
プの中長期的な企業価値向上をめざしてまいります。

（3） 企業結合日
2023年４月27日（みなし取得日　2023年４月１日）

（4） 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（5） 結合後企業の名称
名称の変更はありません。

（6） 取得した議決権比率
企業結合直前の議決権比率	 6.26％
株式公開買付け後の議決権比率	 84.10％
株式併合後の議決権比率	 100.00％
なお、第１回Ａ種優先株式には議決権はありません。また、当社は株式の全てを取得すること
を目的とした一連の株式取得を一体の取引として処理しております。

（7） 取得企業を決定するに至った主な根拠
現金を対価として、株式を取得したためであります。

２　連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2023年４月１日から2024年３月31日
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３　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 企業結合直前に保有していた株式の企業結合日における時価 1,533百万円（＊1）

追加取得に伴う現金 9,559百万円（＊2）
取得原価 11,092百万円

（＊1）普通株式 567百万円、第１回Ａ種優先株式 966百万円
（＊2）普通株式 8,523百万円、第１回Ａ種優先株式 1,036百万円

４　主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 	 233百万円

５　被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額
段階取得に係る差損 	 154百万円

６　負ののれん発生益の金額及び発生原因
（1） 負ののれん発生益の金額

15,579百万円
（2） 発生原因

取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を下回ったため、その差額を
負ののれん発生益として認識しております。

７　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
（1） 資産の額

　資産合計 	 522,724百万円
　　うち貸出金 	 395,958百万円
　　うち有価証券 	 97,858百万円

（2） 負債の額
　負債合計 	 496,052百万円
　　うち預金 	 473,659百万円

（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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科　　　　　目 金　　　　　額
（資産の部）

流動資産 15,961

現金及び預金 1,985

有価証券 11,000

前払費用 1

未収収益 424

未収入金 14

未収還付法人税等 2,395

その他 140

固定資産 919,838

有形固定資産 5

工具、器具及び備品 5

無形固定資産 5

商標権 1

ソフトウェア 3

投資その他の資産 919,827

投資有価証券 25

関係会社株式 879,763

関係会社長期貸付金 40,000

繰延税金資産 38

資産の部合計 935,800

（単位：百万円）
科　　　　　目 金　　　　　額

（負債の部）

流動負債 492
未払金 14
未払費用 36
未払法人税等 13
預り金 202
賞与引当金 56
役員賞与引当金 17
その他 151

固定負債 40,752
社債 40,000
株式報酬引当金 77
長期預り金 674

負債の部合計 41,244

（純資産の部）

株主資本 894,555
資本金 150,078
資本剰余金 667,936
資本準備金 37,578
その他資本剰余金 630,358

利益剰余金 85,026
その他利益剰余金 85,026
繰越利益剰余金 85,026

自己株式 △ 8,485
純資産の部合計 894,555

負債及び純資産の部合計 935,800

第８期末（2024年３月31日現在）貸借対照表
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（単位：百万円）
科　　　　　目 金　　　　　額

営業収益 29,550

関係会社受取配当金 28,307

関係会社受入手数料 1,242

営業費用 1,235

販売費及び一般管理費 1,235

営業利益 28,314

営業外収益 319

受取利息 297

有価証券利息 0

その他 22

営業外費用 304

社債利息 296

その他 8

経常利益 28,329

税引前当期純利益 28,329

法人税、住民税及び事業税 19

法人税等調整額 △ 2

法人税等合計 16

当期純利益 28,312

第８期　　　　　　　損益計算書（2023年４月 １ 日から
2024年３月31日まで）

計算書類

46

010_0365610092406.indd   46010_0365610092406.indd   46 2024/05/15   13:09:402024/05/15   13:09:40



（単位：百万円）
株　主　資　本

新株予約権 純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 150,078 37,578 646,166 683,744 80,835 80,835 △ 17,366 897,292 8 897,300
当期変動額
剰余金の配当 △ 24,122 △ 24,122 △ 24,122 △ 24,122
当期純利益 28,312 28,312 28,312 28,312
自己株式の取得 △ 7,002 △ 7,002 △ 7,002
自己株式の処分 △ 0 △ 0 75 75 75
自己株式の消却 △ 15,807 △ 15,807 15,807 － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △ 8 △ 8

当期変動額合計 － － △ 15,807 △ 15,807 4,190 4,190 8,880 △ 2,737 △ 8 △ 2,745
当期末残高 150,078 37,578 630,358 667,936 85,026 85,026 △ 8,485 894,555 － 894,555

第８期　　　　　　　株主資本等変動計算書（2023年４月 １ 日から
2024年３月31日まで）
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個別注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法により行っております。
（2）その他有価証券

　市場価格のない株式等　　　　：移動平均法による原価法により行っております。
　預金と同様の性格を有するもの：移動平均法による原価法により行っております。

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

　有形固定資産は、定額法により償却しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　工具、器具及び備品：４年～15年

（2）無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

３．引当金の計上基準
（1）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のう
ち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（2）役員賞与引当金
役員賞与引当金は、役員への賞与（短期業績連動報酬）の支払いに備えるため、役員に対する
賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（3）株式報酬引当金
株式報酬引当金は、取締役等への株式報酬制度における報酬支払いに備えるため、取締役等に
対する報酬の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上してお
ります。
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。
（2）グループ通算制度の適用

当社はグループ通算制度を適用しております。

追加情報
（信託を活用した株式報酬制度）
１．取引の概要

当社は、株主の皆さまと利害を共有するとともに、当社グループ全体の持続的な成長を促進し、
中長期的な企業価値向上への意欲を高めることを目的として、信託を活用した株式報酬制度（以
下「本制度」という。）を導入しております。
本制度は、当社及び一部の連結される子会社の取締役（社外取締役及び非業務執行取締役を除
く）及び執行役員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社の株主総会決議で承認を
受けた範囲内の金銭に、一部の連結される子会社から各社の株主総会決議での承認を経て拠出さ
れた金銭を合わせて信託を設定し、当該信託は信託された金銭を原資として当社株式を株式市場
から取得しております。
信託期間中、予め定める株式交付等規程に従い、受益者は一定のポイントの付与を受けた上で、
かかるポイント数の一定割合に相当する当社株式の交付を受け、残りのポイント数に相当する当
社株式については、信託契約の定めに従い、信託内で換価した上で換価処分金相当額の金銭を受
領します。
なお、信託としては、退任後に役位に応じて当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭

（以下「当社株式等」という。）の交付又は給付（以下「交付等」という。）を行う信託と、中期経
営計画終了後に経営計画の業績目標の達成度に応じて当社株式等の交付等を行う信託を設定して
おります。

２．信託に残存する当社株式
信託に残存する当社株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度末において1,037百万円、2,425
千株であり、純資産の部に自己株式として計上しております。
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注記事項
（貸借対照表関係）
１．有形固定資産の減価償却累計額	 48百万円

２．社債は、劣後特約付社債であります。

３．関係会社に対する金銭債権総額	 53,343百万円
　　関係会社に対する金銭債務総額	 689百万円

（損益計算書関係）
関係会社との取引高
　営業取引による取引高
　　営業収益	 29,550百万円
　　営業費用	 39百万円
　営業取引以外の取引による取引高
　　営業外収益	 297百万円
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（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

自己株式
普通株式 35,502 10,142 32,174 13,471
合　計 35,502 10,142 32,174 13,471

（注）１．�自己株式数の増加は、自己株式取得のための市場買付10,138千株、単元未満株式の買取請求４千株によるもので
あります。

２．�自己株式数の減少は、ストック・オプションの権利行使による譲渡17千株、単元未満株式の買増請求０千株、株式
報酬制度に係る信託による交付及び売却156千株、自己株式消却32,000千株によるものであります。

３．�当事業年度期首及び当事業年度末の普通株式の自己株式数には、株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式がそ
れぞれ2,581千株、2,425千株含まれております。

（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、次のとおりであります。

繰延税金資産
　賞与引当金 17百万円
　株式報酬引当金 18百万円
　関係会社株式評価損 46百万円
　その他 � 2百万円
繰延税金資産小計 84百万円
評価性引当額 △ 46百万円
繰延税金資産合計 38百万円
繰延税金負債
繰延税金負債合計 � －百万円
繰延税金資産の純額 � 38百万円

（注）�当社はグループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実
務対応報告第42号）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示
を行っております。

計算書類

51

010_0365610092406.indd   51010_0365610092406.indd   51 2024/05/15   13:09:402024/05/15   13:09:40



（関連当事者との取引）
子会社及び関連会社等 （単位：百万円）

種類 会社等の
名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引

金額 科目 期末
残高

子会社 株式会社
横浜銀行

所有
直接100％

経営管理等
役員の兼任

貸付金の回収
（注）１ 20,000 関係会社

長期貸付金 40,000
貸付金利息の
受取（注）１ 297 未収収益 14

子会社 株式会社
東日本銀行

所有
直接100％

経営管理等
役員の兼任

譲渡性預金の
預入（注）２、３ 11,331 有価証券 11,000
譲渡性預金預入
利息の受取
（注）３

0 未収収益 0

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．関係会社長期貸付金は劣後特約付貸付金であり、利率は市場金利等を勘案して合理的に決定しております。

２．譲渡性預金の預入の取引金額は、当事業年度中の平均残高を記載しております。
３．譲渡性預金の利率は、市場の実勢相場に基づき合理的に決定しております。

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 	 768円42銭
１株当たり当期純利益金額 	 24円18銭
（注）�株主資本において自己株式として計上されている株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式は、１株当たり純資産額

の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期純利益金額の算定上、期中
平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。	�
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、2,425千株であり、１株当たり当期純利益金額
の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、2,443千株であります。

（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2024年５月９日

株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループ
　　取　締　役　会　　　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループの2023年
４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社コンコルディア・フィナンシャルグループ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 濱 原 啓 之
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 五 十 嵐 康 彦
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 下 飯 坂 武 志
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・�　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。
・�　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・�　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・�　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書
類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・�　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・�　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査
意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2024年５月９日

株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループ
　　取　締　役　会　　　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループの
2023年４月１日から2024年３月31日までの第８期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 濱 原 啓 之
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 五 十 嵐 康 彦
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 下 飯 坂 武 志
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・�　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。
・�　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・�　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・�　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・�　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引
や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第８期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各
監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．	監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
（1�）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告を受け
るほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

（2�）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、電話回線また
はインターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　①�　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、会社の業務および財産の状況を調査いたしまし
た。また、子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に
応じて子会社から事業の報告を受けました。

　②�　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使用人等から構築および運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　　�　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等および有限責任監査法人トーマツから当該内部統制
の評価および監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　③�　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（令和３年11月16日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告書　謄本
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2．	監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果
　①�　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

	 ②�　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

	 ③�　内部統制システムに関する取締役会決議（財務報告に係る内部統制を含む。）の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

（2）計�算書類およびその附属明細書の監査結果� �
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認めます。

（3） 連�結計算書類の監査結果� �
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認めます。

2024年５月10日

株式会社　コンコルディア・フィナンシャルグループ　監査役会

常 勤 監 査 役 前 原 和 弘 ㊞
監 　 査 　 役 原　　　光　宏 ㊞
監 　 査 　 役（社外監査役） 橋　本　圭一郎 ㊞
監 　 査 　 役（社外監査役） 房 村 精 一 ㊞
監 　 査 　 役（社外監査役） 野　口　真有美 ㊞

以　上
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